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GHz帯位相同期1トプO とその関連技術に関する検討

GHz Band Phase-Lock Loops and Their Related Technologies 
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Abstract : Phase開 lockloops in GHz band and their related technologies are investigated to realize high 

repetition operation of amplitude modulated harmonically mode-locked fiber ring lasers. Materials for strip 

lines， passive devices made of strip linesヲ amplifiers/frequencymultipliers， voltage幽 controlledoscillators， 

and phase detectors are studied by experiments. Based on these experimental resultsラ 3.2GHz，6.4GHz， and 

12.8GHz phase-lock loops are designed and their characteristics are evaluated. 

l はじめに

モー卜ゃ同期レ-~r の利得媒質が均一な広がりを持つ場合に

は、出力光ハ。 1レス幅はモ}トや同期繰り返し周波数の平方根に逆

比例する 1，2)。したがって、繰り返し周波数を上げれば、

より短い光ハ。似を発生できることになる。超短光ハ。 1レス発生

や、近い将来の数 10Gb/s光通信システムへの応用を目指すた

めには、少なくとも 10GHz以上の繰り返し周波数を実現

することが必要である。そこで、高繰り返し化の全体計画

を立て、段階毎に検討を進めた。

高周波化に当たっては、費用・設備の面からの制約をな

るべく受けないこと、及び基本技術としての蓄積を図るこ

とが重要と考え、下記の方針で進めた。

①アラックホやツクス的要素をなくすため、 ICは使用せず、個別

部品(TR，FET)を使用する。

②加工が簡単にできる基板上のストリップ。ラインで構成する。

③フィルタや合分波器など、受動部品の整備を並行して行う。

これまで、筆者らが使用している予備変調(AM-HML)方

式の77イ/ゾリンクやトド 3)設備では、高調波周波数に同期した

予備変調信号を生成するのに、ディγタルICで構成した分周

囲路を用いてきた。市販 GaAsディγ仰 ICの最高動作周波

数は、標準ロシキックで 5GHz、7"リスケ-'7で 10GHz程度である。

従って、ICを用いた分周によって高調波信号から予備変調

信号を生成する方式では、数 10GHzの繰り返しを実現す
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図1.1 予備変調信号生成用の PLL基本構成

ることは不可能である。また、特殊な ICを用いる方式で

は、ICの製造中止などによる影響が避けられないという問

題がある。そこで、デハゃイスによる制約が小さい方式として、

位相同期比_7"(PLL)による予備変調信号の生成方式に着目

した。全体計画は図1.1の通りである。本稿では、 GHz帯

の PLLと、関連する要素技術について検討を進めた結果

を述べる。 GHz帯の PLL技術は、 77イ/ゾリンクゃいドへの適用

のみならず、将来の光位相同期トブ。 4)への基礎としても役

立っと考えている。

要素技術としては、下記の項目について検討を進めた。

①ストリップ。線路用基板材料

②受動素子

③逓倍器

④電圧制御発振器(VCO)

~位相比較器と VCO 制御系
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以下では、各要素技術について述べ、最後に PLLの動

作特性について述べる。

2. ストリッ7"線 路用基板材料

ストリッ7。ラインの特性は、特性インヒ。ーゲンス Z。、波長短縮率 k(ス

トリッ7"7イン上での波長/真空中での波長)、減衰定数αの三つ

で表すことができる。使用基板が指定されれば、設計時に

変えられるハロラメイは導体幅W のみである。導体幅W は特

性インピサマンス Z。が与えられた値となるように決められる。

これにより、波長短縮率 kと減衰定数αは一義的に決まる。

導体幅 W と、特性インヒ。ーゲンス ZOf、及び周波数耳GHz]

での波長短縮率kの関係は次式で与えられる 5)。

1+1Is t 1. . 4 

2 一=司+Jn~川2+巾W/t+1り

w'=w+αt，.W. b = 4h(14十白 Sr)
llW 

Zo=告T1n{引+広司 P

Z。
'一
切 -ji:;' kt (2.1) 

ここで、 ZO'は上式で、 Er=1とした時の Z。で、あり、周波数 f

の単位は[GHz]、誘電体の厚み hの単位は[mm]とする。

特性インヒ。ーゲンス Zofと波長短縮率kは、導体幅W に大き

く依存する。また、周波数によっても多少変化する。

導体ト去す t

i ¥誘電体小

項目 11.. .0  

h
 

AT--v 

導体厚み t O.05mm O.07mm 

O.762mm 

2.17 
誘電体厚み h11 1.6mm 

比誘電率 Cr 11 4.8 

図2.1 スト917"7インの構造ハ。ラメータ

一方、減表定数は同軸線路と同様に抵抗損(cx:j""f)と誘電

体損(cx:f)による減衰の和として与えられる。これを見積る

式もあるが 5)、基板材料毎にハ。 7メータを求めておかねばなら

ない。減衰定数は簡単に測定できるため、ここでは実測値

を用いることとした。

ストリッ7"7インの加工は、 一般にはブオトレγストとウェットエッチングで

行われるが、ここでは次の二つの手法で行った。

[手作業による加工]

①1mm方眼紙に三倍拡大でハ。トンを描く。

②112倍に縮尺コピー。

③基板にコヒ。}を張りつけ、カットで、加工o

[基板加工機による加工]

①CAD17卜で、ハ。ターン作成。

②加工機(ミリ製FP-7A)で切削加工。

手作業での加工精度はおおよそ:t0.2mmである。導体幅

0.5mm程度が限界であるため、使用できる最大の特性インt"

}ゲンスは 1000程度となる。但し、直線加工のみしかできな

い。一方、基板加工機での精度は:t0.1mmであり、曲線加

工も可能となる。

種々の実験試作をした結果、 6.4GHz帯までは手作業に

よる加工で十分であることが分かった。また、 12.8GHzに

おいても、比誘電率 Erが小さい基板材料を用いれば、手

作業による加工で対処できることが分かつた。以下に述べ

る結果は、断らない限りは手作業での加工によるものであ

る。

2.1がうス・功。キシ基板

2.1.1 周波数特性

特性インt。ーゲンス 500、長さ 75mmのストリップ。ラインを作り、

10GHzまでの伝達特性を測定した。測定範囲内ではほぼ7

71トな特性になった。また、損失は 10GHzにおいても

0.33dB/10mmであり、各種の平面回路を構成する上で充分

に使用可能な値であった。

2.1.2 波長短縮率

特性インヒ。]ゲンス 500のストリップ。ラインの一端を開放として定

在波を発生させ、定在波の p-p値を開放端からの距離の関

数として測定した。これから、ストリッ7"7イン上での波長λgを

求め、真空中の波長λ。=c/fとのよ七から波長短縮率を算出

した。

定在波の p-p値は、 20:1の抵抗7"ロ寸ゃ(HP10020A、帯域

700MHz)を用いてわ7"リングオシロスコープ。の画面上で観測した。

この際、ストリッ7。ラインに平行して 1cmおきに1.5mmゅのハトメ

を打ってハやイアホールとし、これに銅箔をハング付けして抵抗7。ロ

寸+のアースとして使用した。どの測定位置においても抵抗7"

p-7やがストリップ。ラインにほぼ直角方向となるようにして測定を

行った。

2.0GHz、 3.2GHzにおける波長短縮率の実測値は何れも

0.53であり、 ο.1)式から計算した値の 0.528とよく一致し

た。尚、手持ちの抵抗7"ロープゃの性能から、 3.2GHzが測定

限界で、あった。

種々の試作を行った結果、 γラス・エホロキシ基板を用いて

6.4GHzまでの増幅器が製作可能であることが分かつた。

但し、ストリップ"7インを 4.8GHz以上で使用する場合には、ストり

ッ7"7インのトJい。トン側(へ守'J7-7)にアルミ板をネγ止めしてアース強
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化する必要がある。こうしないと、伝搬損失が大きくなっ 図 3.1.1にj(7スクロス・テブロン基板を基板加工機で加工して製

て使えない。 作した 12.8GHz7;; r(l-:，¥の特性を示す。位相比較器の合波器、

3.2GHzにおける各種特性インヒ。ーゲンスでの導体幅 W と波

長短縮率を表 2.1ユ1に示す。

特性インピーダンス
導体幅 w

波長短縮半
用途zo k (a)，3.2GHz 

1000 0.55mm 0.562 ハ守イアス供給用

500 2.71mm 0.528 信号用

250 7.55mm 0.498 ハ守イアス供給用

表 2.1.2目1 j(7:'¥'エホ。キシ基板上ストリップ， 7インの導体幅

2.2 fうスクロス園子7日ン基板

12.8GHzの増幅を行おうとすると、たとえj(7kエホ。キシ基

板の周波数特性が問題ないとしても、ストリップ。ライン長が短く

なりすぎて、カット加工で、は整合をとるのがきわめて困難と

なる。そこで、比誘電率が小さく、且つ高周波特性がよい

マイクロ波用基板材料を捜した。

三菱fス化学社の BTレγンでは誘電率が大きくて(E:r=3.5

~4.1)、やはりわト加工では対応で、きないことが分かつた。

そこで、 ARLON社の 25N(:t(7スクロス・セラミック粉末、 E:r=3.25)と

DICLAD880(;13 "ラスクロス・テアロン、cr=2.17)の二つに絞り込み、 こ

れらを用いて、後述する 12.8GHzの7;;トレースを試作して特性

評価を行った。その結果、 crが小さい DICLAD880の方が

良い特性が得られた。そこで、 12.8GHz帯以上では7'9ント

基板として DICLAD880を使用することにした。

本実験で使用した DICLAD880基板は、厚み 0.762mm、

銅厚 70阿n、比誘電率E:r=2.17である。この基板上のストリップ。

ラインの導体幅と波長短縮率を表 2.2.1に示す。

特性インビーダンス 用途

1000 11 0.6mm 1 0.761 1 ハ守イアス供給用

50';-20 11 1.1mm 1 0.746 1ラットレ4 のリング用

5OQ 11 2.3mm 1 O.市 | 信号用

表 2.2.1 DICLAD880基板上ストリッ7'7インの導体幅

3. 受動素子

3.1合波器と分波器

PLLには、信号の分岐・合波用の3dB方向性結合器が不

可欠である。ストリッ7'7インで構成できるものとしては、二段

スタプハイブ守リッドとラットレースの二種類があるのそこで、 j(7:'¥・:tiJ(

キシ基板を用いて3.2GHz と 6.4GHzの二段対7~1、ィァキ 9;; トキと 7 ッ

トレースを試作して特性を比較した。

その結果、分岐比、挿入損失、漏話のいずれの特性につ

いても内トレ寸が優れていることが分かつた。これは、ラットレ

ースはストリッ7'7インの構成が簡単なために加工しやすく、ストリッ

ブ。ライン長にあいまいさが無し¥からである。

図 3.1.1 12.8GHz 7;;トレ寸の特性(@12.8GHz)

および分岐増幅器の分波器として使用するのに充分な特

性である。

3.2 7イ1レタ

3.2.1 帯域通過フィルタ(BPF)と高域通過ブイM(HPF)

逓倍器では、増幅素子の入出力をストリップ。ラインによるスタブ守

で、マッチングやしてGHz帯増幅器を構成し、それを多段接続して

構成する。しかし、この構成では1GHz以下の低周波領域

で利得が高くなって発振しやすくなる。そこで、 BPFまた

はHPFを段開に挿入して、 1GHz程度以下の信号を30dB以

上減衰させる手法を検討した。

1.6GHzで、は、 5次トムソンフイ1げをLPF→BPF(Q値=4)変換し7)、

直列インゲクダンスにO.lmmφエナメル線、 直列容量に1pFのチッ7'コン

デンサ、並列インゲクタンスと並列容量をストリッ7'ラインのスりやで構成

した。実験結果では、 1GHz以下での減衰量35dB以上、

1.6GHzでの挿入損3dBであり、良好な特性が得られた。

一方、 3.2GHzで、は、良好な特性のBPFを実現できなかっ

たので、遮断周波数を2.2GHzに設定した5次回Fを用いた。

インゲクタンスや容量の実現方法1.6GHzBPFの場合と同じであ

る。実験結果では、 1GHz以下での減衰量30dB以上、 3.2GHz

で、の挿入損2.5dBであった。

6.4GHz~こなると、 5次HPFではストリッ7' 7インのスグ7守長が短く

なりすぎて、 6.4GHzでの挿入損失が10dB程度になってし

まった。そこで、遮断周波数を3.2GHz~こ設定した3次HPF

を用いることにした。実験結果では、 1GHz以下での減衰

量30dB以上、 6.4GHzで、の挿入損4.0dBであった。

12.8GHz用には、 6.4GHzで、使用した3次HPFの周波数特性

を;13"7ス・エホ。キシ基板からγラスクロス・テアロン基板に置き換えたも

のを試作した。図3ユ1.1に試作したHPFの周波数特性を示

す。実験結果では、 1GHz以下で、の減衰量30dB以上、 12.8GHz

での挿入損1.0dBであり、使用する上で充分な特性である。
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図 3.2.1.1 12.8GHz用高域通過ブイ1げの特性

3.2.2 帯域除去ブイIv1(BRF)

周波数逓倍器では、基本波を含め、目的とする周波数成

分以外を除去する必要がある。平面ハ。タづでLや Cを作っ

て共振回路を構成する方法も考えられるが、積層構造とな

り複雑である。本研究では、簡単な構成で済むように、スト

リッ7'7インで帯域除去ノッチ7イ!げを構成する方法を検討した。

スト917'7インでフィルタを構成する場合には、一般には各種ストリ

ッ7'7インの接続部での多重反射があるため、開放と短絡以外

の拘束条件は実現が困難であることに注意せねばならな

い。ブイルダ特性の計算法は、分布定数回路の入力インt'-ゲンス、

反射・透過係数を求めることと同じである。

ストリッ7'7インで、帯域除去ノッチフィルタを構成する際の基本的考

え方は、次の三点にまとめることができる。

①入出力は整合系(通常 500)。

②ストリッ7'7インの開放、または短絡の状態のみを利用。

③ λ/4ラインを活用。

以下では、 PLL回路で用いた具体例をいくつか述べる。

[周波数二逓倍器用帯域除去ノッチブイルグ]

ストリップ。ラインの開放端での反射を利用し、基本波周波数f。、

及びその奇数倍成分を除去するものである。一端を開放し

たストリッ7'7インを分岐に用い、その長さを基本周波数 f。に対

して λ1/4とする(λ ]f士、 f。におけるストりッ7'7イン上での波長)。

foの奇数倍の周波数で、は分岐点が短絡となるため、透過係

数が 0となって除去される。 f。の偶数倍の周波数で、は分岐

点が開放となり、透過係数は lとなる。

図 3.2.2.1の構造のノッチブイ刊を試作して、ノッチ周波数(除去

される周波数成分 f1=f。、 f3=3fo)と分岐ストリッ7'7インの長さと

の関係を調べた。その結果から、次のことが分かつた。

(1)ノッチ周波数と反比例関係にあるのは、主ストりッ7'7インの

中央から測った長さ Lではなく、端から測った長さ L'

である。

(2)波長短縮率から計算した長さよりも 10%程度長くす

る必要がある。

明戸乏.7=、500 

利得[dB]

。

-10 

-20 

-30 
o fo 2fo 3命 4fo

周波数

図 3ユ2.2 奇数調波除去ノッチブイルグの構成と特性

上記(1)の点は、電磁界がストリップ。 7インの幅方向に広がって

いるためと考えられる。スグプを用いて整合をとる場合には、

主スト917。ラインの中央から測った長さを用いることが多いが、

ノッチフィルタのように鋭い周波数特性を持つ回路で、は注意が必

要である。

(2)の点は、反射が開放端で理想的に起きるのではなく、

多少の乱れを伴うためと思われる。従って、開放端の処理

状態に依存する。

[周波数三逓倍器用帯域除去ノッチフィルタ]

周波数三逓倍器では、基本波 f。と第二高調波 2f。を除去

し、第三高調波 3f。を通過させるノッチフィルタが必要で、ある。前

節の奇数調波除去ノッチフィルタで、は、基本波と共に第三高調波

も除去されてしまうため使用できない。ここでは、第三高

調波 3f。で、の λ3/47イン(λ3は、 3f。におけるストリップ7イン上で

の波長)を奇数調波除去ノッチフィルタに付加して、 f。阻止・ 3f。通

過とすることを考えた。基本構成を図 3ユ2.3に示す。

奇数調波除去ノッチブイルグの分岐ストリップ。 7インにおける定在波

の腹と節の位置を、周波数 3foで逆にすることによって 3f

o通過特性を実現している。一端を開放した λ3/4ラインを用

いることにより、このことが可能となる。但し、 λ3/47イ

ンの影響が基本波 f。でも多少あるため、正確に f。阻止.3f 

o通過とするには各スト917'7インの長さを図 3ユ2.3の値から

少し変えねばならない。

図 3.2ユ3の構成について、周波数特性を計算したところ、

λ/12スダブやが付加されたため、第二高調波 2f。近辺にも阻止

域が現れていることが分かつた。この阻止域の幅は、奇数

調波除去ノッチアィルダの最低の除去周波数を 2fofこ合わせた場

合よりも狭い。すなわち、図 3ユ2.3の構成のストリッ7'7インを

二つ組み合わせて長さを調節すれば、 f。除去・ 2fo除去・ 3f
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。通過で、且つ 3f。で、の損失が小さいフィルタを実現できること

になる。

このような考え方で試作したフィルタの構成とその特性を

図 3.2.2.4、図 3ユ2.5に示す。試作評価したところ、シミュト

ション結果と実測とはよく一致しており、設計性が良いこと

が分かつた。
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T
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-什
|
|
V

A

ん6
 

7
 

咽
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0.0854λI 

入力 TIIλゾ
出力入力 ト|、 1，/1ウ 出力

λ1/12 

図 3ユ2.3 基本波除去、

第三高調波通過ノッチフィルタ

の構成

図 3.2.2.4 基本波除去、第二

高調波除去、第三高調波通過

ノッチフィルタの構成

図 3.2ユ4 基本波除去、第二高調波除去、第三

高調波通過ノッチブイ1レタの構成

4. 増 幅 器 と 周 波数逓倍器

周波数帯による基板材料の選択については2章で述べた。

一方、増幅素子については、次のように実験から絞り込ん

で行った。

4.8GHz帯までは増幅素子に Si卜7/:;""M2SC3587σmc製、

汀=10GHz)を用いて十分な利得が得られた。しかし、この

卜7ンシコタでは 6.4GHz帯以上で利得が得られなかったため、

6.4GHz帯には GaAsFETFSX52WF(富士通製)を使用した。

これ以外の GaAsFETも使用可能であろうが、手持ち部品
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で Sハ。ラメサのカタログデイがあるものは FSX52WFのみであ

ったのでこれを用いた。また、 FSX52WFでも 12.8GHz帯

では利得が得られなかったので、この周波数領域で使用可

能、且つ安価な低雑音 HEMTFHX35LG(富士通製)を用い

ることとした。実際に、 12.8GHzで入出力をストリッ7'7インに

よるスりやで、マッチングやした一段増幅器を作製して利得測定を

行ったところ、容易に 9dB程度の利得が得られた。

7。リント基板、増幅素子の組み合わせを表 4.1にまとめた。

プリント基板 増幅素子

SiトランシゃスタρSC3587)

GaAsFET(FSX52V1市

HEMT(FHX35LG) 

カヲス・エホ。キシ

がラスクロス・テアロン

図 4.1 基板材料と増幅素子の組み合わせ

4.1 増幅器

能動回路の基本は増幅器である。本研究では、 10GHz

程度の PLLを構成することに目的を絞り、単一周波数動

作の増幅器、及び逓倍器を構成した。

能動素子として用いる部品は、 Sハロラメサが分かつたもの

でなければならない。ここでは設備の都合上から、カタログや

記載デサを使用することとし、 NEC製 2SC3587(Siハ守イホ。}

7 TR)と富士通製 FSX52WF(GaAsFET)、FLK012WF(GaAs

FET)、FHX35LG(GaAsHEMT)を用いた。

実験から、 4.8GHzまでは能動素子として 2SC3587を使

用し、エミv1fJllJに抵抗を接続した直流/ゾイアス方式が使用でき

ることが分かつたため、基板を71レミ板ヘネシマ止めする処置は

施さなかった。一方、 6.4GHz以上では能動素子に GaAs

FET、または GaAsHEMTを用いることが必要であり、且

つソース側に抵抗を接続した直流ハ、、イアス方式では増幅度が得

られないことが分かつた。そこで、ストリッ7'7インのドスハ。トン

側を71レミ板にネシ、、止めし、ここにソースを取り付ける構造とし

た。能動素子として何れを用いる場合も、各増幅段の入出

力インヒ。]ゲンスは 500となるようにした。これにより、段聞

で切り離して 500同軸線で、モニタしたり、ノッチフィルタを含めて段

間を全て 500ストリッ7'ラインで構成することができるため、謂

整が容易となる。

増幅器の入力側には 500と入力インt'-ゲンス(S11)の整合

回路が、出力側には出力インピーゲンス(S2 2)と500の整合回路

が接続される。一般にはこれら整合回路の構成法として以

下のものがある。いずれもスミス線図を用いて容易に設計で

きる。

①500ストリップ。ラインで Sl1、或いは S22を純抵抗に変換。次

にλ/4ラインで 500にインヒ。}ゲンスに変換。

②500ストりッ7'7インで Sl1、 或いは S22のアトゃミタンスの実部を

11500-1に変換。次に 500ストリッ7'7インによる開放スタプ

でサセ7。ダンス分を打ち消す。
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続時に低域利得(豆1GHz)が盛り上がり、発振することがあ

った。 これに対しては、ストリッ7"7インとチップ。コンテゃンサで構成し

た高域通過フィルタ、または帯域通過フィルタを増幅器聞に設ける

ことが有効で、あった。

愛知工業大学研究報告，第 40号 B，平成 17年， Vo1.40-B， 

試作して評価した結果、①の方法では周波数が高くなる

につれて利得が得られなくなることが分かつた。これは高

い加工精度の λ/47インが必要となるためである。本研究で

は全て②の方法を採った。この方法は、整合回路全てを 50

Qストリッ7"7インで構成できるため、加工が容易である。
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[BPF付き1.6GHz増幅器]

1.6GHz増幅器は、ストリッ7"7インの加工が容易で、、且つトランγ

スタのマッチングがとり易いため、五次トムソンブイJVlJで構成した Q値

=4の BPFを二箇所に組み入れて、低域周波数成分を十分

に抑圧するようにした。尚、 BPFや HPFを組み入れる場

合には、入出力の整合をストリップ。ラインでとると特定周波数で

のみのマッチングとなって、ブイJV~特性が設計値からずれてしま

う。そこで、内7"抵抗で 4dB程度のπ型 ATTを構成し、

BPFや HPFの入出力に入れて使用した。

[田F付き1.6GHz二逓倍器]

五次トムソンブイlげで、構成した遮断周波数2.2GHzのHPFをー

箇所に組み入れて構成した。 HPFが無い場合に比べて、動

作は安定しており、これ以外の発振防止対策は不要で、あっ

た。尚、 ATTはπ型とした。

4-- 6 

周波数 f[GHz] 

6.4GHz増幅器の周波数特性

{
思
}
雑
草

凶 1

[HPF付き 3.2GHz二逓倍器]

三次iトM、必ムソルン7川イ1付レげ夕で

箇所に組み入れて構成した。動作は安定している。 A甘 は

π型である。

FSX52WFを用いた 6.4GHz増幅器の周波数特性を図

4.1.1に示す。ストリッ7"7インのトスハ。トン側はアルミ板をネシ守止めし

ている。プリント基板にソf電極が入る大きさの穴をあけ、こ

こを経由してソサ電極をアルミ板にネ〆止めした。 771トハ。ッケサゃ

の GaAsFETが使用できれば、より簡易な構造にできるは

ずである。一方、直流/ゾイアス方式については、簡易な構成

とするために、ドレイン電圧と負電源との電位差を抵抗分割

してゲートへ印加する方法を採っている。

図 4.1.1

[HPF付き 6.4GHz二逓倍器]

三次トムソン7ィルグで構成した遮断屑波数3.2GHzのHPFを一

箇所に組み入れて構成した。 ATTをπ型にしたところ、設

計値3dBに対して実測値は 10dB程度(@12.8GHz)になって

しまった。種々の実験を行った結果、チッ7。抵抗の容量が効

いていること、及びストり17"7インの幅とチップ。抵抗の幅が異な

っていると反射損があることが分かつた。そこで、ストリップロ

ラインの幅とチップ。抵抗の幅がほぼ等しくなるようにチッ7"抵抗

の寸法を選び、且つ T型で ATTを構成した。この場合に

は、設計値 3dBに対して実測値は 5.5dB程度(@12.8GHz)

に収まった。

出力で、 6.4GHz成分は 12.8GHz成分よりも 55dB以上抑

圧されており、逓倍器として十分な特性であった。

4.2周波数逓倍器

汎用性を考え、小振幅線形増幅器、大振幅非線形増幅器、

及び同軸線フィルタ(またはストリップ。ラインフィルタ)を組み合わせてこ

逓倍器を構成した。例として、入力信号周波数1.6GHzの

二逓倍器の構成を図 4ユ1~こ示す。

1.6GHzまでの逓倍器には、GaAsFET(富士通製FSCllLF)

と同軸線フィルタによる集中定数型回路を用いた。それ以上の

周波数逓倍には、 j(77・ェホ。キシ基板上にストリッ7"7インを作り、

Si TRまたは GaAsFET、及び、前述のノッチフィルタによる分布定

数型フィルタを用いた。

入力信号周波数が1.6GHz、3.2GHz、6.4GHzのいずれの

逓倍器においても、出力でのサイトやそ}卜守抑圧比は 25dB以上

あり、 PLL動作のためには十分なスへ。クトル純度であった。

増幅器や周波数逓倍器の調整段階では、増幅器の多段接
電圧制御発振器 (VCO)

PLLの構成は電圧制御発振器(VCO)によ

って大きく左右される。現状の77イ/ゾリンク守レ

-.r設備に適用することを前提とすれば、

基本周波数が大きく変わることはないか

ら、VCOの周波数可変幅は狭くてもよい。

5. 

3.2仁査王Z3.2C韮王ZLほ歪王Z

また、 VCO周波数はなるべく高くして、

τR4 'IR3 'IR2 

周波数二逓倍器の構成例

TRl 

図4ユ1
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逓倍段数を減らすことがγッタ抑圧の点からは望ましい。但

し、簡単に基本周波数成分を生成できるようでなくてはな

らない

以上のことを考慮して、動作周波数 400]¥狂IzのECLゲー

トICによる図 5.1の論理発振器を用いることにした。論理

発振器の発振周波数fは、外部遅延線路の遅延時間 τとIC

の伝搬遅延時間 tp dとを用いて、次式で与えられる。ここ

で、 nは0以上の整数である。

噌

E
I

一
J
U

+一
t
p

n
一
+

今
ム
一

τ
一一

f
I
J
 

(5.1) 

伝搬遅延時間 tpdが電源電圧 VEEによって変化すること

を利用すれば、 VCOとして動作をさせることができる。

但し、 (5.1)式からは、護数の周波数で発振可能であること

に注意せねばならない。 VCOとしては電源投入時の初期

条件によらず、常に同ーの nに対応する周波数で発振する

ことが要求される。ここでは、 n=O で、f~400MHz となるよ

うに外部遅延線路の遅延時間 τを決め、ゲ斗 ICの動作周

波数制限によって、 n=1，2，...に対忘する発振は生じないよ

うじした。現状の 77イハ1ンク守レード設備に合わせて

弁3.3MHzx120=396MHzとすれば、tp d=0.470nsec(抑ログ標準

値)から τ=0.793nsecとなり、 15.9cmの遅延同軸線を用い

ればよいことになる。

白
〔

つ

t 
う

t 

図 5.1 論理発振器

試作した論理発振器の特性を図 5.2に示す。電源電圧 V

EEが深くなるに従って(-5.2V~-6.0V)、伝搬遅延時間 tpdが

14.8 c m 最

大

定

格

電

議記元両手i-ーーー一一「五五

3801 
-3 -5 同 6 -7 

電源電圧[VJ
4 

図 5.2 論理発振器の特性
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ほぼ一定となり、発振周波数はあまり変化しなくなる。 V

EE=-4.5V土O目7Vで制御して使用すれば、土日但z程度の発

振周波数変化が得られ、 PLL用の VCOとして十分な特性

であることが分かる。

6 位相比較器と vco制御系

位相比較器には、位相差を 0として、 sinBに比例した電

圧を出力することが要求される。このためには、マイクロ波

合・分波器、マイクロ波検波器、及び差動増幅器を用いたハゃ7ン

ス型とすることが必要となる 6)。マイクロ波検波器一個を用い

るのみでも、二信号を混合して位相差。を検出することは

可能である。しかし、位相差。に関係した信号sinBのみで

なく、入力振幅に依存した直流信号も含まれる。そのため、

入力振幅が変わると VOCの動作点を再調整しなければな

らないという問題がある。

ここでは、前述のストリップ。ラルで構成したラットレ寸が良好な

特性のマイクロ波合・分波器として使用できることが分かった

ため、ハゃうンス型の位相比較器を設計して用いた。

ラットレサに二つのマイクロ波検波器(Wil仕on75KC50、O.OlGHz

~40GHz) を取り付けて、その差信号をシンクロで観察した。

入力周波数帯に応じて71~V-7を交換しながら、振幅 OdBm

の3.2GHz/6.4GHz/12. 8GHz帯の二つのマイクロ波信号を加えた。

何れの場合にも二入力の周波数差が 20MHzまでは、中心

レへ)がぼぼ OmVで 27mVppの差信号が得られ、位相比較

特性はほぼ理想的な動作になっていることが分かつた。従

って、これ以降の VCO制御部分は全ての PLL系に共通と

した。

VCO 制御系は、位相比較器出力を増幅器(帯域 DC~

10MHz、利得 58)で増幅し、 lag-leadフィルタにより帯域制限

する構成とした。帯域 DC~10MHz の増幅器をか。アン7" の

みで構成するのは困難なため、 DC-5kHzをオヘ。 7ン7"で、

5kHz-10MHzをトランγスタで、それぞれ別々に増幅して合成

した。また、 lag-leadブイ!げはコ}ナー周波数fe=5kHz、fa=50kHz

で設計した。この時、計算による雑音帯域と7。ルインレンγは、

3.2GHzPLLでそれぞれl.lMHz、2.8MHzとなる 8)。

VCOの動作電圧範囲は-4.5V::!:().穴fであるため、オヘ。アン7"

で構成した直流リミッタでこの範囲内に制限した。

VCO制御系に lag-leadブイルダを用いるなどして、雑音帯域

を狭くしながら7"ルインレンシ守の拡大を図るのであるが、それ

でも限界がある。 7"Iレインレンγを拡大する方法として、位相

同期lトブ。の外部からルー7"帯域内の擾乱信号を加える手法

がある 9)。この手法の考え方は次のようである。まず、位

相が非同期の状態では擾乱信号がそのまま VCO制御電圧

に加えられるために、 VCO周波数が大きく振られて、周

波数引き込みを起こす範囲が拡大する。一方、位相同期状

態では、位相同期jト7"による負帰還によって、 VCO制御
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気にすることなく 7"ルインレンγを拡大できる。

位相同期時の 3.2GHz、6.4GHz、12.8GHzPLLの出力スヘ。

クトルを図 7.2に示す。 出力スへ。クトルは、モニタ用ラットレ寸を用いて

観測した。どの PLLにおいても、位相同期時の PLL出力

のスへ。クトル線幅は参照 SG信号のか。クトjレ線幅(<1kHz)にほぼ

等しく、正常動作している。

愛知工業大学研究報告，第 40号 B，平成 17年， Vo1.40-B， 

V : 10[dB/div] 
日目 300[]'剖 zldiv]

自
白

Z 
""田20

Eい
lUE-40 

電圧に加わる擾乱信号は1ト7。利得の逆数倍に抑圧される。

この際、 VCO制御電圧における擾乱信号の大きさをシンクロ

で観察すれば、位相の同期 e 非同期を容易にモニグすること

もで、きる。

この手法では、擾乱信号(ニ同期補助信号)が大きいほど7"

ルインレンγは拡大するが、位相同期時に同期補助信号による

〆リが大きくなる。本研究では、 VCO制御電圧の範囲

-4.5V士D.7V(発振周波数 3961¥佃z::l::5l¥狂Iz)に対して、同期補助

信号を 10Hzの正弦波で振幅0.1Vpp~0.4Vpp として使用し
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た。

3.16801 周波書気GHzJ

V: 10[担/州

H : 300[kHz/div] 

[
自
国
間
安
。
え
恥
叫

7. PLLの特性

図 7.1の構成で 3.2GHz/6.4GHzI12.8GHzの PLL動作を調

べた。ラットレサは各周波数帯ごとに専用設計したものを用い

ている。

同期補助信号を加えない時と加えた時(振幅 0.2Vpp)の

7" Jレインレン〆、及び位相同期時の rmsγッタの測定値を表 7.1

に示す。

77イハリングいず』への適用を考えると、室温変化による発

振周波数の変化は数 100kHz程度であるので、 7"Jレインレンγ

については十分な値である。一方、 γッタを PLL出力の一

周期で規格化して考えると、 12.8GHzPLLではやや大きな

イ直となっている。

6.33602 周波劉GHzJ

V: 1O[品川iv]
H: 300酔Hzldi寸

吉
田
品
h

。
/
ヘ
骨
組

同期補助信号なし
同期補助信号あり

PLL周波数 (10Hz、O.2Vp-p)

Vルインレンシ、 rms シヘ";1';プルインレンシ、 rmsシヘ";19
3.2GHz 2.7MHz 3.1 psec 11.5MHz 5.0psec 

6.4GHz 2.3MHz 2.5psec 17.9MHz 3.1 psec 

12.8GHz 2.2MHz 3.4p印 c120.3MHz 未潰IJ定

同期補助信号と7。ルインレンγ、γ)1

実際の使用に当たっては、同期補助信号の振幅を O.4Vpp

として位相同期させ、その後に振幅を O.lVpp程度に下げ

たり、或いは同期補助信号を切り離す(この場合は位相の

同期・非同期をモニタできなし、)などの措置をとれば、 γッタを

表 7.1

周波調GHzJ

位相同期時の 3.2GHz/6.4GHzI12.8GHz

PLL出力スヘ。クトル

12.8G 

12.67210 

図 7.2同期補助

1OI-王z

0.2丸'tp

3.2GHz/6.4GHz/ 

12.8GHzPLL 

の実験系

図 7.1

モニタ用71トレース

モニタレヘレ
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8. まと め と 今 後の予定

10GHz以上の高繰り返しでも予備変調方式を適用でき

るように、 GHz帯の PLLと、関連する要素技術について

検討した。その結果、 3.2GHz、6.4GHz、12.8GHzにおいて

良好な動作特性を有する PLLを構成することができた。

今後は 20GHz以上の周波数帯へと検討を進める予定であ

る。
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